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Ⅳ．成果

１．地域Ｃ

（１）こ

 

   

備公団が、本県セミコンテクノパーク内に貸工場（熊本試作

 中でも、本事業のコアテーマに参加している㈲熊本テクノロジーが入居し、サブコア研

当施設を活用している。

 ②

 

ットワークが構築された。

  

 

 

 

報告

ＯＥ構築に関する報告

れまでの活動と構築状況

   ①研究環境等の整備

(ｱ)研究施設の整備
  ・本事業の成果として、中核機関である（財）くまもとテクノ産業財団に特定プロジェクト

研究グループを設置し、コア研究室として共同研究棟が整備（Ｈ１３．３にはクリーンル

ーム完成）され、研究環境の整備が進んだ。

 ・また、Ｒ＆Ｄ型企業向けの貸し工場である熊本新事業支援施設（Ｈ１３．１）や熊本大学

サテライトベンチャービジネスラボラトリー（Ｈ１３．４）、熊本大学インキュベーショ

ン施設（Ｈ１４．１０）が相次ぎ完成し、サブコア研究室として本事業に係る研究が実施

され、研究開発の環境が整備された。

(ｲ)賃貸型事業場の整備
(ⅰ)熊本試作開発型事業促進施設

特定産業集積の活性化に関する臨時措置法に基づき、起業化や新分野展開を支援するた

め、平成１０年に地域振興整

開発型事業促進施設）を整備した。施設の供用開始（平成１０年１１月）と同時に６社の

半導体、ＩＴ関連の地場企業が入居したが、その成果として、誘致企業との取引や地域企

業間の連携が活発化し、全社順調に業績を伸ばしている。

(ⅱ)熊本新事業支援施設
新事業創出促進法に基づき、高度技術に関する研究開発または、研究成果を活用した事

業を行う者を支援し、地域における新たな事業の創出を推進することを目的に熊本テクノ

リサーチパーク内に賃貸型の事業場を整備した。施設の供用開始（平成１３年２月）と同

時に１０社の半導体やＩＴ関連企業等が入居した。

究室として

産学行政ネットワークの構築

(ｱ)技術交流イベントの開催
(ⅰ)全九州半導体技術フォーラム

    平成１３年３月に「全九州半導体技術フォーラム」を熊本市で開催し、全九州規模での

広域連携及び頭脳拠点化が進み、その後もこの取り組みを継続的に発展させるため、「九州

地域産学半導体イノベーション研究会」及び「同熊本会議」が組織化され、その後、同熊

本会議の提言に基づき「九州半導体イノベーション協議会」が発足し、九州における半導

体産業の研究開発機能の強化や広域的な産学行政連携のネ

  (ⅱ)全九州半導体技術フォーラム国際会議
    平成１５年３月には、「全九州半導体技術フォーラム国際会議」を開催し、国内外からの

べ約１，０００人の参加があり、全世界に向け熊本における半導体産業についてＰＲし、

世界中の半導体関連拠点との連携を深めた。

   (ⅲ)テクノロジーマッチングセミナー
    新技術に携わる複数の活動グループの間で相互に技術情報を交換し、将来に向けた技術
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。

   ③

組んでいる。熊本県においても、地域ＣＯＥ構築に向

めている。平成１３年４月に（財）熊本テクノポリス財団と中小企業振興公

  

（財）くまもとテクノ産業財団に配置し、地域が設定した重点技術領域５分

野（新製造技術、情報通信、環境関連、バイオテクノロジー関連、医療福祉）における先

端的科学技術をいち早く掘り起こして育成し、実用化につなげるためのコーディネート活

動を展開している。本県は、平成９年度から平成１２年度までの４年間、ＲＳＰ事業ネッ

トワーク構築型に取り組んでおり、数多くの人脈を形成し、可能性試験３０テーマを実施

し、うち６テーマは国等のプロジェクトに橋渡しを行っている。中でも平成１０年度の可

能性試験として「ギガビット半導体生産現場適応技術」というテーマで取り組まれ、その

後本事業の採択につながっている。

   (ⅱ)ＴＬＯ事業
      平成１３年８月に国（文部科学省、経済産業省）の承認を受け、ＴＬＯ事業に取り組ん

でいる。大学等が保有する優良な研究成果、研究シーズを特許化し、民間企業への技術移

転を図ることで新事業の創出を促進するとともに、技術移転によって得られたロイヤルテ

ィ（特許料収入）を研究者や大学に還元し、研究活動の一層の活性化を図っている。

   (ⅲ)熊本知能システム技術研究会（ＲＩＳＴ）事業
      産学官が一体となって、人材育成、技術交流、共同研究等を行うことにより、地域産業

の技術の高度化を実現し、地域の振興に貢献するため、平成元年１０月、設立された団体。

開発や新製品の開発の可能性を討議する技術会合として、熊本県と（財）くまもとテクノ

産業財団とが連携し、これまで３回を開催した。

(ｲ)学術会、産業界の取り組み
・研究開発技術者や研究者間においては「熊本半導体・ナノテクノロジー研究会」「ＱＴＡ

Ｔ熊本研究会」が結成され、産学行政連携の一層の強化が進んだ。

・産業界においても県工業連合会に半導体活動グループが新たに設置され、生産連携グルー

プのＧａｍａｄａｓや生産技術開発協同組合が設立されるなど、産学行政連携のより一層

の強化が進んだ

（財）くまもとテクノ産業財団の機能強化

(ｱ)地域プラットフォームの構築
・本事業の中核機関であるくまもとテクノ産業財団は、地域プラットフォームの構築、ＴＬ

Ｏ事業、ＲＳＰ事業、都市エリア産学官連携促進事業、地域企業の技術高度化に向けた支

援等各種施策の中心機関として取り

けて中心となり得る機関として、財政事情の厳しい中、積極的に財政支援を行っている。

・（財）くまもとテクノ産業財団を中核的支援機関として県内３２の産業支援機関等が連携

しながら、個人や企業に対して、構想段階から事業化まで一貫して支援する総合的支援体

制の構築を進

社等３財団を統合し（財）くまもとテクノ産業財団を設立するとともに、同財団テクノポ

リスセンター内に起業化支援センターを移転、同居し、ワンストップサービス体制の整備

を図っている。

 (ｲ)産学行政連携、コーディネート機能の強化
(ⅰ)ＲＳＰ事業

平成１３年６月に研究成果育成型に採択になり、５年間の事業を実施している。大学等

の研究成果を発掘し、事業的観点から評価する科学技術コーディネータ（４人）を連携拠

点機関である
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これまでに、県内企業である平田機工（株）が米国ゼネラルモータースから、エンジン

約９５億円）を受注するなどの成果をあげている。

半導体教育・研修講座

    

クノ産業財団を中心に県内大学、大手半導体メーカー等が理論・実

の中堅・中小企業の技術者等を対象に教育・研修を実施しており、平成

映像デバイスや光デバイスを中心としたＡＶ技術の融合は、巨大な技術分野に成長

それを担う多くの技術者を養成するため、熊本県立技術短期大学校に「映像シ

⑤

をはじめ、他の共同研究事業への展開を積極的に行ってきたが、これが起爆剤

共同研究事業への取り組みが活発化した。

(ｱ)

世代産業創出事業 １件

⑥

    くの半導体メーカー、

装置、材料メーカー等の半導体関連産業が集積してきた。半導体産業は

裾

んでいる。

そのような取り組みが功を奏し、平成１２年度にソニーの進出が決定した。さらにそれが呼

産業を中心に順調に企業の進出が図られている。

組み立てライン（

④人材育成

(ｱ)ネットワーク型
 人材育成システムの構築については、ネットワーク型地域ＣＯＥの構築を支える人材を地

域から継続的に育成・輩出すべく「ネットワーク型半導体教育・研修システム」を構築して

いる。（財）くまもとテ

習の両面から県内外

１３年度の試行を経て、平成１４年度から８～１０講座を開講し、これまで３００名を超え

る受講生が参加した。

(ｲ)熊本県立技術短期大学校における「映像デバイス技術科」の設置
電子回路技術、ソフトウェア技術、情報通信技術を主体としたＩＴ技術と電子デバイス技

術、特に

しつつある。

ステム技術科」を平成１４年度から新たに設置した。

共同研究事業の推進

本事業における研究成果をより実用化に近づけるため、経済産業省の地域新生コンソーシア

ム研究開発事業

となって、県内における

本事業に関連する共同研究事業

・地域新生コンソーシアム研究開発事業（経済産業省・ＮＥＤＯ） ７件

・都市エリア産学連携促進事業（文部科学省） １件

・新事業創出促進研究開発事業（熊本県） １件

・新技術開発助成（新技術開発財団） １件

・産学連携戦略・次

(ｲ)その他の共同研究事業
・半導体関連の共同研究事業 ４件

・その他の分野の共同研究事業 １５件

企業の誘致

 本県には、昭和４０年代の三菱電機、ＮＥＣの立地をはじめとして数多

半導体製造装置、検査

野が広く、しかも高度な技術が要求される分野である。本県としては、地域産業の核として

戦略的に半導体関連産業を位置づけ、さらにその集積を加速しようとしているところであり、

本事業による次世代半導体製造技術の開発や賃貸工場の整備等への取り組みもその一環であ

る。

このような取り組みを半導体技術フォーラムやセミコンジャパンでのＰＲ等により広く内

外に周知することにより、半導体関連企業のさらなる集積に取り組

び水となり半導体

県外から本県への進出が図られると、本事業にとっては、研究成果を外に発信する機会が増
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３年度：９件（７件）

（

    ア研究室の整備・充実、産学官ネット

ワ ーズ

地域ＣＯＥの基盤強化を図って

い

①熊

    ・ ることとして

ある新

を創成することを目標としている。その拠点として（財）くまもとテクノ産業財団を中核と

    部長とする「セミコンフォレスト本部」を設

フォレスト推進会議」が設置された。

つなげるため「超精密半

な支援を行い、製品化、

商品化を目指していく。

同研究成果産業化促進事業

 を具体的に推進するために予算化され

    

て必要な研究開発及

こととしており、新たにフェーズⅢにおいてネットワーク型地域ＣＯＥの

    ・

   ③

えることとなり、ひいてはネットワーク型地域ＣＯＥの形成に寄与するものと思われる。

・企業誘致実績（（ ）は半導体関連企業）

  平成１１年度：１１件（６件）

  平成１２年度：１４件（１３件）

  平成１

  平成１４年度：７件（５件）

  平成１５年度：７件（３件）

  平成１６年度（９月末現在）： ５件（２件）

２）今後の展開

 今後の展開については、フェーズⅠ、Ⅱにおいて、コ

ークの構築、研究交流促進会議等事業推進体制の構築と概ね順調に進捗しており、フェ

Ⅲにおいても、引き続き地域の取り組みとして、ネットワーク

く。

本セミコンダクタ・フォレスト構想

平成１５年３月に公表した「熊本セミコンダクタ・フォレスト構想」を推進す

おり、地域の産学行政の連携を基盤として、半導体生産技術を核とした国際競争力の

技術・新産業が継続して創出される活力ある地域、いわゆる「熊本シリコン・クラスター」

して「ネットワーク型地域ＣＯＥ」の構築を図る。

・同構想の推進を図るため、県内部には知事を本

置し、併せて、産学官による推進組織として「セミコン

・さらに、本事業の研究成果を地域の取り組みとして着実に事業化に

導体計測技術産業化会議」を設置しており、この会議において必要

②地域結集型共

   ・フェーズⅢにおいてネットワーク型地域ＣＯＥの構築

た「地域結集型共同研究成果産業化促進事業 超精密半導体計測技術産業化促進事業」によ

り、製品化、商品化の一歩手前まできている研究成果に資金的な支援を行うことで、確実な

事業化推進を図ることとしている。

・また、本事業に関わった研究者をはじめ、半導体分野に関わる研究者ネットワークを構築す

るとともに、半導体分野における世界的な研究開発・技術移転拠点とし

び体制構築を図る

構築を具体的に推進するために予算化された「地域結集型共同研究成果産業化促進事業 ネ

ットワーク型地域ＣＯＥ基盤強化事業」により、半導体分野における研究開発及び技術移転

の拠点化を図ることとしている。

さらに、研究成果の出展や発表、ホームページでの情報発信などを引き続き行うために予算

化された「地域結集型共同研究成果産業化促進事業 研究成果出展等情報発信事業」により、

新技術、新産業の創出を継続的に行える体制を構築することとしている。

スキルバンク
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   の知的財産グループにおいてスキルバンク機能を維持し、

特

   ④

    

   ⑤

産業財団共同研究棟にあるコア研究所を附属電子応用機械技術研究所

関する研究開発の核となる「半導体リサーチ＆エンジニアリングセン

⑥

れた求職者向けの半導体関連技術者養成である「産業支援地域人材育成事業」を実施

し

２．新技

   ・新産業の創出に関する報告書」に記載

  

３．成果

 （１）

裏付けられた新

しいコンセプトにより、現在の複雑な製造プロセスの無駄を無くし、大いに簡略化された信頼性

密微細加工・計測技術を開発することを目的としてきた。そこで、これを実現するた

に確認するため、また、先行特許による実

う

外

き

審

れているものも多

の企業において事業化を推進しているが、今後はこれらの特許を活用し、

造・計測装置等を供給し、日

本の半

No 特許の名称 出願年月日 特許番号 特許成立状況 

  スキルバンクについては、財団内

許化及び知的財産の有効活用を検討する。

産学行政ネットワークの構築

 九州半導体イノベーション協議会などの広域的な組織とも連携を図り、さらには、全九州半

導体技術フォーラムなどへの積極的な参加により、本県だけにとどまらず、九州全域、全国、

さらには世界の半導体産業拠点との連携を図り、ネットワーク型地域ＣＯＥの構築を図る。

半導体リサーチ＆エンジニアリングセンター

（財）くまもとテクノ

と統合し、半導体技術に

ター（仮称）」として組織化する。

ネットワーク型半導体教育・研修センター

同財団内に「ネットワーク型半導体教育・研修センター（仮称）」として機能を充実し、引

き続き、大学、高専、技術短期大学校、工業技術センター及び半導体メーカーと連携し、「ネ

ットワーク型半導体教育・研修講座」さらには、「熊本県半導体関連産業地域再生計画」に位

置づけら

、ネットワーク型地域ＣＯＥの構築を人材面から支えていく。

術・新産業の創出に関する報告

別冊「新技術

活用に関する報告

特許

本事業において取り組んだ次世代半導体製造技術開発においては、基礎科学に

の高い超精

めの新しい技術については、研究方針の有効性を初期

用化の項目を可能な限り押さえてしまうために「研究計画の立案と同時に特許を出願する」とい

ことで特許化を推進してきた。また、あわせて、日本が世界に勝つためには国内のみならず海

でも、これらの知的財産が保護される必要があるという観点から外国出願を積極的に推進して

た。その結果、これまでに、６５件（うち外国出願１０件）を出願しているが、出願と同時に

査請求を行っており、すでに１５件の特許が成立している。

さらに、本事業における特許については、発明者として共同研究企業が含ま

くあり、現在はそれぞれ

半導体製造プロセスに大きな変革をもたらす新しい技術を用いた製

導体産業を大いに活性化することが期待できる。

出願済みの特許及び現在の状況は以下のとおり。

1 
描画装

平成 12年 3月 21日 KPAT003A03 審査請求済み 
非共振型超音波モータを使用した新型電子線
置 


